
人事行政の運営等の状況

　地方公務員法の一部改正に伴い、平成１７年度から人事行政

の公平性・透明性の確保を目的として、「人事行政の運営等の

状況」を公表することが義務付けられました。恵庭市におきまし

ては、毎年公表していた「市職員の給与等の状況」のほかに

職員の勤務条件や服務・研修の状況などを加えて、みなさん

に公表していきます。

　　《問合せ先》　職員課（電話３３－３１３１内線２２２１・２２２２）
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１　職員の競争試験及び選考に関する状況

１　採用の状況

　平成22年4月1日の採用者数は13人で、その内訳は表１のとおりです。募集する職種や採
用者数は、退職者の状況により毎年異なります。

（表１） （単位：人）

区分
競争試験（学歴別）

選考採用 小計
大学 短大 高校 その他

一般
行政職

事務職 5 5

技術職 2 2

労務職 0

消防職 2 2 2 6

合計 9 2 2 0 0 13

２　再任用職員の採用状況 （単位：人）

　平成22年度の再任用職員の採用は28人で、その内訳は表2のとおりです。

（表２） （単位：人）

区分 常時勤務 短時間勤務 小計

一般
行政職

事務職 19 19

技術職 5 5

労務職 0

消防職 4 4

合計 28 28

３　退職等の状況

　平成21年度中に退職した職員数は38人で、その内訳は表３のとおりです。

（表３） （単位：人）

区分
退職 免職

小計
定年 勧奨 普通 分限 懲戒

一般
行政職

事務職 17 1 1 19

技術職 6 1 7

労務職 4 4

消防職 6 1 1 8

合計 33 2 3 0 0 38

備　考　　表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。

　（１）定年退職　地方公務員法第28条の２第１項及び同法第28条の３第１項の規定による退職

　（２）勧奨退職　任命権者が勧奨により行う退職

　（３）その他退職　自己都合等による退職

　（４）分限免職　地方公務員法第28条第３項の規定による免職

　（５）懲戒免職　地方公務員法第29条の規定による免職



門

４　職員数の状況 （各年度４月１日現在）

職員定数は、常勤職員を任用できる限度として市議会の議決を経て条例で

定められています。職員数の状況は表４のとおりです。

（表４）　職員数の状況 （単位：人）

区分 職員数
対前年増減数 主な増減理由

部門 平成21年度 平成22年度

一般行政
部門

議会 6 6 0

総務 99 93 -6 事務の統廃合による減

税務 25 23 -2 事務の統廃合による減

民生 77 75 -2 事務の統廃合による減

衛生 42 40 -2 事務の統廃合による減

労働 1 1 0

農林水産 18 16 -2 事務の統廃合による減

商工 9 8 -1 事務の統廃合による減

土木 56 54 -2 事務の統廃合による減

小計 333 316 -17

特別行政
部門

教育部門 64 60 -4 事務の統廃合による減

消防部門 88 86 -2 事務の統廃合による減

小計 152 146 -6

公営企業
等

水道部門 17 16 -1 事務の統廃合による減

下水道部 13 12 -1 事務の統廃合による減

その他 26 26 0

小計 56 54 -2

総合計 541 516 -25

備　考　　職員数は、一般職に属する数値であり、地方公務員の身分を保有する休職者、
派遣職員等を含む。

５　定員適正化計画達成状況（各年度4月1日）

　市は組織の簡素化や事務事業の効率化をはかり、今後の定員管理の基本的

な指針として、第２次定員適正化計画（案）を策定しました。平成１９年度から

平成２３年度までの５年間に職員数を８５人削減するという計画です。

（表５）　定員適正化計画 （単位：人）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

適正化計画 599 581 570 548 529 514

総職員数 598 579 565 541 516 ―

対前年増減 -10 -19 -14 -24 -25 ―



平 度

２　職員の給与の状況

１　人件費の状況（普通会計決算）

　　人件費とは、議員報酬・各種委員報酬・特別職給与・職員給与のほかに、共済費などの使用者負担
分を含む費用をいいます。

（表６）
住民基本台帳人口
（平成22年4月1日現

在）

歳出額
（Ａ）

実質
収支

人件費
（Ｂ）

人件費比率

（Ｂ／Ａ）

前年度の
人件費
比率

人 千円 千円 千円 ％ ％

68,571 22,715,486 346,363 4,505,581 19.8 23.6

備　考　　１　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

　　　　　　２　実質収支とは、歳入額から歳出額と翌年度繰越額を差し引いた額である。

２　一般職の給与費の状況（普通会計予算）

　　職員の給料は、給料表によって決まります。給料表には職務の内容と責任の度合いに応じた級と号
俸（給料月額）が定められています。

（表７）

区分
職員数

（Ａ）

給与費 一人当りの給与費
（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末勤勉 計（Ｂ）

成22年
人 千円 千円 千円 千円 千円

462 1,929,137 424,592 704,974 3,058,703 6,621

備　考　　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　　　２　給与費は当初予算に計上された額である。

３　初任給等の状況

　　恵庭市の一般行政職員の給料は、１級から７級に区分され、平均給料月額は大学卒で343,700円
（44.8歳）、高校卒で379,800円（50.3歳）です。

（表８）

区分 学歴別
初任給
（円）

経験年数（以上～未満、単位：円） 平均給料
月額（円）

平均年齢
（歳）10～15 15～20 20～25

当該年度
大学卒 172,200 284,900 328,100 361,900 343,700 44.8

高校卒 140,100 261,300 287,900 339,000 379,800 50.3

前年度
大学卒 172,200 289,600 328,100 364,300 351,200 44.8

高校卒 140,100 256,600 287,700 338,300 391,400 50.8



４　級別職員数等の状況（一般行政職）

（表９）
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

職員数
人 人 人 人 人 人 人

17 12 78 153 41 17 9

平均年齢
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

23.76 27.00 37.29 49.46 54.85 56.47 57.00
平均給料
（月額）

円 円 円 円 円 円 円
180,667 211,106 301,388 382,459 409,909 423,697 439,739

５　特別職の報酬等の状況（平成22年4月1日）

　　市議会議員の報酬や市長などの特別職の給料は、市内各団体などの代表者からなる特別職報酬
等審議会の答申を受け、市議会の審議を経て条例で定められています。

（表１０）

区分
特別職 議　員

市長 副市長 議長 副議長 議員

給料・ 円 円 円 円 円

報酬月額 819,650 685,790 440,000 385,000 355,000

期末手当 年間　3.85月分 年間　4.15月分

※議員の期末手当は、次の額を減じて支給。議長79,200円、副議長69,300円、議員63,900円

６　ラスパイレス指数の状況
　　ラスパイレス指数は、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を表 しま
す。
　　本市の平成21年4月1日現在のラスパイレス指数は99.1で、国家公務員と比べて0.9ポイント低い水
準となっています。



７　職員手当の状況
　　職員の給与は、基本給（給料）と扶養手当、住居手当、期末勤勉手当などの諸手当から成り立っており
市議会の議決を経て定められています。

（表１１） （平成22年4月1日）

区分 内容 国の制度との比較

扶養手当

・配偶者：13,000円

同じ
・扶養親族（配偶者を除く）
　子等：6,500円/人
　満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子1人につき5,000円を加算。

住居手当

・借家等の場合（家賃12,000円を超える職員
に限る）家賃の額に応じて27,000円を限度に
支給

同じ

・自宅の場合・・・・・・・・・・7,800円 なし

通勤手当

【通勤距離２キロ以上に限る】

同じ

・交通機関等を利用する場合6ヵ月定期券等
の価格による一括支給を基本とし、55,000円
/月を限度に支給
・上記以外の場合
　通勤距離に応じて、24,500円を限度に支給

期末・勤勉手当

【６月期】 【６月期】
・期末手当：1.20月分 ・期末手当：1.25月分
・勤勉手当：0.70月分 ・勤勉手当：0.70月分
【１２月期】 【１２月期】
・期末手当：1.45月分 ・期末手当：1.50月分
・勤勉手当：0.70月分 ・勤勉手当：0.70月分
※独自削減あり

退職手当

【自己都合退職】

同じ

・勤続20年：23.5月分
・勤続25年：33.5月分
・勤続35年：47.5月分
※最高限度額：59.28月分
【勧奨・定年退職】
・勤続20年：30.55月分
・勤続25年：41.34月分
・勤続35年：59.28月分
※最高限度額：59.28月分

管理職手当
・部長職：60,000円
・次長職：50,000円
・課長職：40,000円

時間外勤務手当
正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支
給します

特殊勤務手当 特殊な勤務に従事する職員に支給します
坑内作業手当、航空手当、有害物取扱手当
など２９種類

寒冷地手当
・扶養親族のある職員：116,800円
・その他の世帯主である職員：65,300円 同じ　※分割支給
・その他の職員：44,000円



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

１　勤務時間の状況

　職員の勤務時間や休暇などに関しては、市の条例・規則で定められています。

（表１２）

１週間の
勤務時間

勤務時間等の割振り

始業 終業 休憩時間 週休日

時間
38:45

時分
8:45

時分
17:15

分
0:45

土曜日
日曜日

備　考　　表中の時間数等は、代表的な勤務時間である。休息時間は平成22年7月1日で廃止済み。

２　年次有給休暇の状況

（表１３）

総付与日数 総取得日数 全期間在職職員数
一人当りの

平均取得日数

日 日 日 日

20,447 4,137 516 8.02

備　考　　各日数は、当該年の１月１日から１２月３１日までの全期間在職した職員の合計である。

３　病気休暇の状況

項目 期間 対象

病気休暇
その都度必要と認
められる期間

負傷又は病気のため療養が
必要な職員



４　特別休暇の状況

　特別休暇はあらかじめ定められた特定の事由（結婚、出産、親族の死亡など）に職員

または家族が該当する場合に、それぞれの事由に応じて与えられる休暇です。

項目 期間 対象

結婚休暇 連続した５日以内 結婚する職員

忌引休暇
１日～１０日の範囲内（親族の
範囲による）

親族が死亡した場合

父母等の祭日休暇 職員１人につき年１回 追悼のために行なわれる特別の行事

生理休暇
その都度必要と認められる期
間（３日以内）

生理日の就業が困難な女性職員

出産休暇
産前産後８週間（多胎妊娠の
場合は１４週間）

出産する女性職員

育児時間 １日２回各４５分以内
生後１年に達しない生児を育てる女性職
員

妊娠職員の通院休
暇

その都度必要と認められる期
間

検診を受けるために通院する妊娠女性
職員

出産補助休暇 ３日以内
配偶者の出産のため入院の介護等を行
う職員

住居滅失休暇
その都度必要と認められる期
間

地震等災害により住居が滅失した職員

ボランティア休暇 年５日以内
職員が自発的に社会貢献活動を行なう
場合

リフレッシュ休暇 年２日以内 全職員

子の看護休暇 年５日以内 中学校就学前までの子を看護する職員

男性職員の育児参
加

妻が出産する場合５日以内
出産に係る子又は小学校就学前の子を
養育する職員

夏季休暇
７月～９月までの期間内に３
日以内

盆等の諸行事のため

５　介護休暇の状況

項目 期間 対象

介護休暇
連続した６ヶ月以内で必要と
認められる期間（１日又は１時
間単位）

　職員の家族が負傷、疾病又は老齢に
よって日常生活に支障があるものを介護
する場合。



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

１　分限処分の状況

　分限処分は心身の故障等のために職員が職務を十分に果たすことの出来ない場合に、

公務の効率的な運営を確保することを目的として行う処分（降任・免職・休職・降給）をい

います。

（表１４） （単位：人）

処分事由
恵庭市職員の分限に関する条例及
び職員の分限及び懲戒に関する事
務取扱要綱

降任 免職 休職 小計

勤務成績不良 第２条第１項 0

心身の故障 第２条第２項 1 1

適格性を欠く 第２条第３項 0

定数の改廃等 第２条の９ 0

刑事事件での起訴 第２の１０ 0

失職
（地方公務員法）

第28条第４項
0

失職の例外 第６条第１項 0

合計 0 0 1 1

２　懲戒処分の状況

　　懲戒処分は公務員の秩序を維持する為の職員の義務違反に対する制裁措置（戒告

・減給・停職・免職）をいいます。

（表１５） （単位：人）

処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 小計

法令違反 第29条第１項第１号 0

　　職務上の義務
　　違反職務の怠り

第29条第１項第２号 0

全体の奉仕者たるに
ふさわしくない非行

第29条第１項第３号 5 5

合計 0 5 0 0 5



５　職員の服務の状況

１　職務に専念する義務の特例に関する承認の状況

　　研修を受ける場合や福利厚生に関する事業に参加する場合、任命権者

　の承認を得て職務に専念する義務が免除になります。

２　営利企業等の従事許可に関する許可の状況

　　地方公務員法第３８条において、職務の公平を確保することを目的とし、

　職員の営利企業等への従事制限を行なっています。

　　営利企業等への従事の許可申請があった場合には、職務の遂行に

　支障を及ぼすおそれがない場合に許可をしています。

（表１６）

区分 申請件数 許可件数

営利企業等の従事許可に関する許可申請
件 件

3 3



６　職員の研修及び勤務成績の状況

１　研修の状況

　市では「人材育成基本方針」に基づき、時代の変化に的確かつ迅速に対応できる人材を育成するた
め年度当初に研修計画を立て、各種研修を実施しています。

（表１７）

研修区分 研修の名称 研修内容 対象者
数

実施回
数

修了者
数

北
海
道
市
町
村
研
修
セ
ン
タ
ー

一般研修

法制(基礎）研修 民法、行政法、地方自治法、地方公務員法 7 7 7
指導能力 監督者に求められる役割と責務 3 3 3
管理能力 マネジメント能力の開発 6 4 6
ロジカル・ソリューション論理的問題解決力の向上 1 1 1
自治体経営改革と行政評価自治体の経営戦略、人事評価者育成 2 2 2
財務諸表と財務分析 中小企業の会計 1 1 1

政策研修

政策形成（基礎･中級） 政策形成、行政運営の手法 4 4 4
政策法務（解釈・運用） 自治体法務・政策法務 2 2 2
政策法務（条例立案） 政策法務概論 1 1 1
地域力創造 環境変化の認識と自治体 1 1 1
地域政策研究 地域特定課題について研究レポート作成、プレゼンテーション 1 1 1
政策形成能力開発 政策形成能力の開発 1 1 1

専門実務
研修

法令事務(応用) 地方公共団体の立法権 ､条例規則の立案過程 1 1 1
税務事務(応用) 個人住民税の申告及び徴収 1 1 1
税務事務(応用/徴収) 徴収事務・徴収手続 1 1 1

能力開発
研修

プレゼンテーション プレゼンテーションの技法、要素　 2 2 2
クレーム対応 クレーム対応の基本、住民対応能力の向上 2 2 2
リスクマネジメント 環境変化とリスクマネジメント 1 1 1
問題発見・解決 問題解決のプロセス、行動計画書の作成 1 1 1
業務改善手法 業務改善の重要性、計画の見える化 1 1 1
メンタルヘルスとカウンセリング メンタルヘルスと監督者の役割、カウンセリングマインドの向上 1 1 1

派遣研修

自治大学校 公共政策重点コース 1 1 1

市町村ア
カデミー

法令実務B 自治体法務の動向、法令の立案・審査 1 1 1
広報広聴 広報広聴の事務に関する課題 1 1 1
市町村民税徴収事務 地方税法総則、国税徴収法等の制度の習得 1 1 1
地方自治制度 地方自治制度に関する研修を行う講師の養成 1 1 1
研修担当者研修 市町村の職員研修の充実 1 1 1
市町村課題戦略 新型インフルエンザ対策セミナー 1 1 1

札幌広域圏職員共同研修 後期新規採用職員研修、折衝･交渉力研修　他 21 12 21
北海道開発局研修 工事品質管理研修、防災業務研修 2 2 2
木造家屋評価実務研修 家屋評価の基礎・実務、木造家屋の資材　他 1 1 1
北海道市町村振興協会研修北海道市町村交流職員研修会　他 8 3 8
安全衛生研修 エネルギー管理講習会　他 5 4 5
クレア海外事務所派遣研修東京事務所での研修 1 1 1

市独自研修

新規採用職員研修 恵庭市の財政、接遇　等 17 1 17
職員採用2年目研修 自治体財政のしくみ、地方自治制度等

（2年目・3年目合同研修）
10

1
10

職員採用3年目研修 7 7
職員採用7・8年目研修 男女参画共同社会・恵庭市の財政について　等 6 1 6
職員採用10年目研修 自治体の経営戦略、コーチングスキルの向上　等 5 1 5
ＪＳＴ研修 マネジメントの基本と実践　リーダーシップの発揮　等 12 1 12
民間企業研修 民間企業の接遇に対するノウハウを習得 2 1 2
部課課題研修 各部の行政課題についての先進地視察 2 2 2
税務窓口研修 所得税、住民税、国保税のしくみ　等 17 2 17
市長まちづくり講話 33 4 33
セカンドキャリア研修 セカンドキャリア、ライフプラン 126 2 43
人事評価評価者訓練 人事評価制度における評価者訓練 11 542

合計 323 107 1335



成

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

１　厚生制度の状況

　　市では地方公務員法第４２条の規定に基づき、職員の健康保持増進を図ることを目的

　に健康診断、相談、セミナーなどの各種事業を行なっています。

　　また、職員福利厚生会に対し、市が行なわなければならない元気回復等の事業の実施

　を委任し、その費用の一部を交付（会員会費総額：市交付金＝1：0.26）しています。

　　健康診断、相談等の実施状況及び職員福利厚生会への助成の状況は表１８のとおり

　です。

（表１８）

区分 内容 実施状況

保健

人間ドック 385人受診

脳ドック 140人受診

定期健康診断 518人受診

健康相談・指導
（医師・保健師による相談、指導）

内科（4月～3月）　94件

その他の厚生 恵庭市職員福利厚生会へ助
2,970千円（総事業費の17％）

職員１人あたり5,294円

２　公務災害補償の状況

　職員が通勤の途中や勤務中に災害が発生した場合には、その災害によって生じ

た損害を補償するために災害補償制度があります。

　なお、災害の認定及び補償については地方公務員災害補償基金北海道支部に

加入しています。

　平成21年度に発生した通勤途中・勤務中の災害は表１９のとおりです。

（表１９）

加入団体 災害件数 災害の概要

地方公務員災害補償基金北
海道支部

3件
通勤途中の災害、勤務中の災
害



８　勤務条件に関する措置の要求の状況

平成21年度は勤務条件に関する措置の要求はありませんでした。

（表２０）

　平成21年度要求件数 ０件

措　　置　　要　　求　　の　　概　　要

備　考　　１　個々の職員１人をもって１件とする。

　　　　　　２　複数職員の共同による件数は、職員１人をもって１件とする。

　　　　　　３　同一職員による２以上の異なる区分の件数は、それぞれ１件とする。

　　　　　　４　審理の過程において併合された場合は１件とし、分離された場合はそれぞれ１件とする。



９　不利益処分に関する不服申立ての状況

平成21年度は不利益処分に関する不服申立てはありませんでした。

（表２１）

　平成21年度要求件数 ０件

措　　置　　要　　求　　の　　概　　要

備　考　　１　個々の職員１人をもって１件とする。

　　　　　　２　審理の過程において併合された場合は１件とし、分離された場合はそれぞれ１件とする。
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